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６ 小児医療（小児救急医療を含む。）

（１）現状と課題

ア 小児医療

○小児医療とは、概ね 15 歳以下を対象とした医療です。小児に特有の疾患や症状の急激な変化

などへの対応が求められます。

○小児患者がより迅速に適切な治療が受けられるよう、医療機関が患者の症状や重症度に応じて

役割分担と連携を行うことが必要となります。

○小児救急病院の時間外受診が増加しており、病院勤務の小児科医の負担の軽減を図る必要があ

ります。

○また、小児医療体制の円滑な運営のためには、県民がかかりつけ医、かかりつけ薬剤師・薬局

を持ち、適切な受療行動を取ることも必要です。

イ 本県の状況

（ア）乳児死亡率及び 15 歳未満の死亡率

○本県の乳児死亡率は 2022 年は出生千人当たり 2.1 と、全国の 1.8 より高い水準となっていま

す。本県の 2022 年の乳児死亡数は 44 人であり、主な原因は「先天性奇形及び染色体異常」（19

人、43.2%）、「周産期に発生した病態」（12人、27.3%）となっています。

○本県の 15歳未満の死亡率（2022 年）は 15 歳未満人口千人当たり 0.19 となっており、緩やか

に減少していますが、全国の 0.18 より高い水準となっています。

○本県の不慮の事故による 15 歳未満の死亡者数（2022 年人口動態調査）は７人となっています。

内訳は、交通事故が２人、不慮の窒息が２人、転倒・転落・墜落が１人、不慮の溺死及び溺水

が１人、その他の不慮の事故が１人となっています。

（イ）小児医療施設及び小児医療施設に関わる医師の状況

○県内で小児科を標榜する医療機関数は減少傾向であり、2020 年時点で一般病院は 54 施設、診

療所は 441 施設です。2002 年時点（一般病院は 62 施設、診療所は 605 施設）と比較すると、

一般病院は 12.9％減少、診療所は 27.1％減少しています。小児科が主たる標榜である診療所

数は、減少傾向にあります。

○県内の小児科医の数は 2020 年時点で 434 人、小児人口 10 万人当たりでは 98.9 であり、2002

年時点（77.0）と比較すると増加傾向にありますが、全国平均 119.7 を下回っています。

○小児科を標榜する医療機関数が減少するなか、小児科医数は増加傾向にあり、小児医療提供体

制は集約化傾向にあります。

○小児科医を含む医師の確保及び偏在対策のため、2019 年度に静岡県医師確保計画が策定されて

います。

【対策のポイント】

○ 小児患者の症状に応じた対応と家族の支援

○ 医療機関の役割分担と連携による地域における小児医療体制整備
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（ウ）小児救急電話相談(静岡こども救急電話相談、＃8000)

○子どもの病気やけがへの対応について電話で専門科に相談できる小児救急電話相談は、2006 年

７月に開始し、2007 年度には相談時間を毎夜間に、2010 年 10 月からは相談時間を 18 時～翌

朝８時に延長し、2015 年３月からは、土曜は 13 時～翌８時、休日は８時～翌８時に時間を延

長するとともに、相談が集中する時間帯（18 時～23 時）の電話回線の数を増やました。さら

に、2022 年８月からは、相談時間を毎日 24 時間にするとともに、全時間帯の電話回線の数を

増やしました。

○１日当たりの相談件数は、2022 年度は 107.1 件でしたが、相談時間の延長や広報啓発の強化に

より、2023 年度は 151.7 件に増加しています。

（エ）小児慢性疾患児

○小児慢性疾患のうち医療費助成の対象となる小児慢性特定疾病として 2023 年４月１日現在で

762 疾病が指定されており、県内の受給患者は、2,517 人となっています。

○小児慢性疾患児に対する小児期から成人期にかけた診療においては、患児の成長や発達、個々

の疾患の状態の変化にあわせた医療が必要であり、小児慢性疾患児が成人期の医療へ円滑に移

行できる支援体制を構築するため、移行期医療を総合的に支援する拠点として、2020 年度に県

立こども病院内に「移行期医療支援センター」を設置しました。

（オ）医療的ケア児1等

○医療的ケア児の健やかな成長を図るため、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法

律が 2021 年に施行されました。

○在宅で生活する医療的ケア児は、2021 年現在、全国で約２万人、本県で約 600 人と推計されて

います。

○特別支援学校における医療的ケアが必要な児童生徒数は、195 人（2023 年）と 2005 年の 104 人

と比較して増加しています。

○医療の進歩により小児の死亡率が減少し、障害や慢性疾患のある児が増加傾向にあるとともに、

医療的ケア児も多様化しています。

（カ）小児在宅医療

○訪問診療を受けている小児（０～14 歳）の数は、2018 年度の 466 人から 2021 年度の 646 人と

増加しており、在宅医療のニーズは増加が見られます。

（キ）小児救急医療

（初期小児救急医療）

○初期救急医療は、在宅当番医（県内 20 地区）と休日夜間急患センター（県内 15 施設）で対応

しています。在宅当番医と休日夜間急患センターによる診療時間は、概ね準夜帯（19 時から

22時）までとなっており、翌朝まで診療している休日夜間急患センターは、６施設となってい

ます。

○地域や時間によっては、初期小児救急を第２次救急医療機関が担っています。

○在宅当番医制において、小児科医が当番でない場合は、内科医が担当しています。

1 医療的ケア児：日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管

理、喀痰吸引その他の医療行為）を受けることが不可欠である児童。
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（第２次小児救急医療）

○入院治療を必要とする第２次救急医療は、２次救急医療圏（12圏域）で小児科を標榜する病院

が輪番により対応しています。そのうち概ね年間を通じて週５回以上の小児科医による輪番体

制を確保しているのは７圏域（熱海、駿豆、富士、清水、静岡、志太榛原、西遠）です。この

うち、清水圏域及び静岡圏域は静岡市内全域で一体化して輪番体制を確保しています。

○他の地域では、小児科医が常駐していない場合には、小児科医を電話で呼び出すオンコール体

制や隣接する地域の当番病院で対応しています。

（第３次小児救急医療）

○重篤な小児救急患者に対応する第３次小児救急医療については、東部、中部、西部の地域ごと

に整備されている救命救急センターで対応しています。

○高度な小児集中治療センターや循環器センター等を備えた県立こども病院（静岡市葵区）は、

小児救命救急センターとして、他の医療機関では対応できない特に重篤な小児救急患者を 24

時間体制で受け入れています。同施設では屋上へリポートを備え、県内のドクターヘリと連携

し広域的な搬送・受入体制を構築しています。

（ク）医療機関とその連携

○本県の小児医療は、２次保健医療圏（救急については２次救急医療圏。以下同じ。）ごとに関係

機関の協力の下、実施されています。なお、第２次小児救急医療を担う医療機関が圏域内にな

い保健医療圏では、隣接圏域の医療機関との連携により医療体制を確保しています。

○本県の小児歯科医療は、主に歯科診療所が担っており、口唇口蓋裂等の場合には、病院等と連

携して対応しています。

○薬の服用方法や副作用等について、かかりつけ薬剤師・薬局で相談を受けています。また、県

薬剤師会等では、薬の飲み合わせ等の一般的な相談窓口を設けています。

ウ 医療提供体制

（ア）小児医療

○全国的な小児科医の不足や地域偏在により小児医療の確保が困難な地域が増えている中、小児

医療提供体制を確保するため、小児科医の継続的な育成・確保が必要です。

○小児期から成人期に移行する小児慢性疾患児に対して、適切な医療を提供するためには、それ

ぞれの診療体制の医療従事者間の連携が必要です。

（イ）小児救急電話相談

○15 歳未満の子供を持つ保護者の小児救急電話相談の認知度は、2023 年７月の調査では 85.1％

であり、更なる普及啓発が必要です。

○2022 年には１時間あたり最大 30 件の相談があり、時間帯によっては相談回線が混雑し、すぐ

に相談につながらないケースが発生しています。

（ウ）小児救急医療

○核家族化、夫婦共働きという家庭環境の変化に加え、保護者の病院志向、専門医志向により、

軽症であっても小児科のある病院を受診するケースが増加し、病院の負担が増大しています。

○医師の時間外労働上限規制等に対応しながら、小児救急医療体制を維持するため、医療資源の

効率的な活用がより重要になります。
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○小児救急医療において、不慮の事故等による重症患者の救命率を向上させるためには心肺蘇生

法等の普及が必要です。

○小児が関連する不慮の事故を未然に防ぐため、事故に関する情報提供や啓発活動が必要です。

○休日夜間等に処方箋が交付された場合に、必要な薬を地域で受け取れることが必要です。

（エ）医療的ケア児等

○小児慢性疾患児が住み慣れた地域で療養・自立できるよう支援する機能が必要です。

○医療的ケア児等が住み慣れた地域で安心して暮らすためには、医師等の医療従事者に対する研

修や医療的ケア児等の在宅支援を担う人材の養成及び他職種の連携体制の構築が必要です。

○医療的ケア児等の在宅支援のためには、日々の介護を続ける家族の支援も重要であり、住み慣

れた地域で短期入所サービスを提供する医療機関の拡充等の在宅支援サービスの充実が必要

です。

○地方公共団体は、自主的かつ主体的に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に係る施策を

切れ目なく実施することが求められます。

○保育所や学校等の設置者は、設置する施設に在籍する医療的ケア児が適切なケアを受けられる

ようにするため、看護師の配置等必要な措置を講ずる必要があります。

○地域において子どもの心の問題や児童虐待に対応する医療・保健・福祉の関係者間の連携体制

を構築することが必要です。

（オ）災害時及び新興感染症の発生・まん延時における小児医療

○2011 年の東日本大震災を経て、災害時における小児医療では、重症児の受入体制の構築や搬送

時の支援体制の確保・維持等の課題が指摘されています。本県でも、災害時における小児医療

体制を構築する必要があります。

○感染症の発生・まん延時においても、地域で小児医療を確保するため、平時から対策を検討す

る必要があります。

（２）今後の対策

ア 数値目標

項目 現状値 目標値 目標値の考え方 出典

乳児死亡率

(出生千人当たり)

2.1

(2022 年)

1.8 以下

（2029 年）
全国平均と同水準に設定

厚生労働省「人

口動態統計」

乳幼児死亡率

(５歳未満人口千人当たり)

0.50

(2022 年)

0.44 以下

（2029 年）
全国平均と同水準に設定

厚生労働省「人

口動態統計」・

総務省「人口推

計」より算出

小児の死亡率

(15 歳未満人口千人当たり)

0.19

(2022 年)

0.18 以下

（2029 年）
全国平均と同水準に設定

厚生労働省｢人

口動態統計｣・

総務省｢人口推

計｣より算出
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イ 施策の方向性

（ア）小児医療

○一般小児医療を担う医療機関、小児専門医療を担う病院及び県立こども病院の役割分担を明確

にするとともに、重症度に応じた受診を促すことで病院勤務の小児科医の負担の軽減に努めま

す。

○臨床研修医向けの小児科研修会の開催などにより、小児科を目指す医師の増加に取り組みます。

○少子化の影響などによる小児科医を目指す医学生の減少や今後の少子化対策などを踏まえ、静

岡県周産期・小児医療協議会に専門委員会を設置し、今後の小児医療のあり方について検討し

ます。

○県立病院からの小児科医の派遣により、医師不足によって小児医療体制の確保が困難な公的病

院の支援に努めます。

○小児慢性特定疾病児等に対して、成人後も必要な医療等を切れ目なく提供するため、難病の医

療提供体制の中で小児期及び成人期をそれぞれ担当する医療従事者間の連携体制を充実させ

ます。

（イ）小児救急電話相談

○子どもに人気のキャラクターを活用した啓発資材の作成、市町等関係機関との連携により効果

的な広報を行い、認知度の向上を図ります。

○より多くの相談に対応できるよう、相談件数の推移や応答率等を確認し、相談体制の改善の必

要性を適宜検討するとともに、相談体制を補完する小児救急に関するウェブ情報についても周

知します。

（ウ）小児救急医療

○市町や地域の医師会と連携して、初期小児救急医療体制の整備・充実を進めます。地域の実情

に応じて、在宅当番医制から急患センター方式への転換や、急患センターの既存施設の建替え

や機能拡充を図り、持続可能な体制確保に向けた取組を進めます。

○第２次小児救急医療体制を確保できない地域について、オンコール体制や、隣接の救急医療圏

の病院との連携により救急医療体制を確保します。

○県立こども病院を中心に実施している小児救急リモート指導医相談支援事業などにより、第２

次小児救急医療機関の指導医の負担軽減を図り、小児救急医療体制を確保します。

○救命救急センターにおける小児専用病床の整備等、県立こども病院を中心とした、小児救命医

療体制の強化を進めます。

○消防機関と救急医療機関の連携を推進し、ドクターヘリの更なる活用や新東名高速道路の活用

により、小児救命救急センターを設置する県立こども病院への搬送時間短縮化を図り、救命率

の向上を目指します。

○不慮の事故による重症患者の救命率を向上させるために、教師や保護者等に対し救命講習を行

い、ＡＥＤの使用を含めた心肺蘇生法の普及を図るほか、不慮の事故を未然に防止するための

情報提供や啓発活動を進めます。

○休日夜間等に処方箋が交付された場合に、直ぐに必要な薬が受け取れるよう、地域連携薬局を

中心とした地域の薬局における調剤体制の整備を図ります。

○安心して薬を服用できるよう、かかりつけ薬剤師・薬局による 24 時間電話で相談できる体制
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の整備を図ります。

（エ）医療的ケア児等

○重症心身障害児が受診できる身近な診療所（2023 年３月時点 99 診療所）について、県ホーム

ページで公開し、情報提供することで、当事者家族等が医療を受けやすい環境を整えています。

○医療的ケア児等が適切な医療・福祉サービスが受けられるよう、福祉・介護等のエキスパート

及び、医療、福祉等の各種支援を総合的に調整する医療的ケア児等コーディネーターの養成や、

「静岡県重症心身障害児(者)在宅支援推進連絡調整会議」により、医療、福祉、行政、親の会

等関係機関相互の連携を一層充実します。

○医療的ケア児等が住み慣れた地域において安心して地域生活を過ごせるよう、市町等と連携し、

短期入所サービスを提供する医療機関等の拡充に努めることにより、在宅支援サービスの充実

を図ります。

○2022 年に設置した医療的ケア児等支援センターにおいて、医療・福祉・保健・教育等の関係機

関と連携し、医療的ケアに関する様々な相談に対応するとともに、人材の開拓・養成、関係機

関との連携体制の構築などを総合的に実施するほか、2024 年から医療的ケア児等スーパーバイ

ザーを配置し、地域の支援体制の強化等を図ります。

○保育所等における医療的ケア児の受け入れのため、看護師等の雇い上げに要する経費を助成し

ます。

○2023 年から実施している県立学校医療的ケア児就学支援事業により、医療的ケアが必要な幼

児児童生徒が安定して学習を継続できる体制を整備し、保護者の負担軽減を図ります。

○在宅医療に取り組む医師、歯科医師、訪問看護師及び薬剤師の確保を推進することで、在宅医

療の提供体制の充実を図ります。

○子どもの心の問題や児童虐待に対応するため、子どもの心の診療ネットワーク事業等により、

地域の医療機関と保健福祉関係機関等が連携した支援体制の構築を促進します。

（オ）災害時及び新興感染症の発生・まん延時における小児医療

○今後も災害時小児周産期リエゾンの養成と技能維持に取り組みます。

○定期的な研修・訓練・会議の実施により、医療資源需給調整を行う災害医療コーディネーター、

医薬品等や薬剤師の確保・調整を行う災害薬事コーディネーター等の関係機関との連携体制の

強化を推進します。

○新型コロナウイルス感染症まん延時の知見を生かし、災害時小児周産期リエゾンや消防機関等

と連携するなど、新興感染症の発生・まん延時の体制を検討します。
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○「小児医療（小児救急医療を含む。）」のロジックモデル

<個別施策＞ <中間アウトカム＞ <分野アウトカム＞

１：小児医療体制の確保

１：小児患者の救命

数値
目標

乳児死亡率

１： 小児患者の症状に応じた
対応と家族の支援

現状
データ

小児の訪問診療を受けた患者数

２：医療機関の役割分担と連携
による地域における小児医療
体制整備

２：小児救急医療体制の確保

３：医療的ケア児等に対する支
援

現状
データ

医療的ケアが必要な児童生徒数

現状
データ

小児救急電話相談の件数

４：災害時及び新興感染症の
発生・まん延時の対応の強化

現状
データ

本県の災害時小児周産期リエゾ
ン委嘱人数

数値
目標

乳幼児死亡率

数値
目標

小児の死亡率

現状
データ

小児医療に係る病院勤務医数

現状
データ

小児慢性特定疾病医療費助成受
給者数

現状
データ

小児救急電話相談認知度・回線
数

現状
データ

重症心身障害児(者)対応看護従
事者研修、支援従事者養成研修、
医療的ケア児等コーディネーター
養成研修の修了者数

現状
データ

PICU病床数

現状
データ

高度小児専門医療を担う医療機関
数

現状
データ

小児救命救急医療を担う医療機関
数

現状
データ

小児専門医療を担う医療機関数

現状
データ

入院小児救急医療を担う医療機関
数

現状
データ

小児科標榜診療所に勤務する
医師数
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相談支援等
初期小児

救急医療

入院小児

救急医療

小児救命救
急医療

一般

小児医療
小児専門医療 高度小児専

門医療

ポ
イ
ン
ト

○ 子供 の 急病 時 の対 応 を支

 援
○慢 性 疾患 の 診療 や 心の 診

 療が 必 要な児 童 及び その家

 族に対 し、 地域 の 医療 資 源、

 福祉 サ ービス等に ついて情

 報を提 供

○不 慮 の事 故 等に備 えた心

 肺蘇 生 法等 の 講習 の 実施

○初期 小 児救 急

 医療 を実施

○ 入院 を要す る

 小児 救 急医 療

 を 24時間 体 制

 で実施

○ 重篤 な小 児患 者

 に対す る救急 医

 療を 24時間 体 制

 で実施

○ 地域 に必 要な一

 般小 児 医療 を実施

○生 活 の場 （施 設

 を含 む） での療 養 ・

 療育 が 必要 な小

 児へ の 支援

○ 一般 小 児医 療 では対 応

 困難 な患 者に対 す る入 院  
 医療 を実施

○ ３次 医療 圏 に

 おいて高 度 な専

 門入 院 医療 を実

 施

機
能
の
説
明

・住民 等 への 電話 相 談事 業

の周 知 や救 急 蘇生 法 等の 適

切な処 置 の講 習 を実 施

・消 防機 関 等による心 肺蘇

生法 や 不慮 の 事故 予 防の 指

導や 適 切な医 療 機関 へ の速

やか な搬 送

・小 児救 急 電話 相 談事 業 の

実施 、慢 性 疾患 の 診療 や 心

の診 療 が必 要 な児童 及 びそ

の家 族 に対し 、地 域の 医 療

福祉 サ ービ ス等に ついての

情報 を提供

【在宅 当 番医 】

・自 らの 施設 で

休日 ・夜 間 の急

病患 者 に対し 医

療活 動 を実 施

【休日 夜 間急 患

センタ ー】

・休 日・ 夜間 の 急

病患 者 に対し 医
療活 動 を実 施

【 入院 小 児救 急
医療 機 関 】

・初 期救 急 の後

方病 院 として、

休日 ・夜 間 に入

院医 療 を必 要 と

する重症 患 者

の受 入 れ

【 小児 救 命救 急 医
療機 関 】

・小 児集 中 治療 室

（ＰＩＣＵ ）を 運営 し、

24 時間 体 制で重

篤な小 児 患者 に対

する 治療 を実施 。

【 救命 救 急セン

ター 】

・高 度な医 療 施設

とスタッフを 備え、
24 時間 体 制で重

篤な小 児 患者 に対
する 治療 を実施 。

・一 般的 な小 児医

療に必 要 とされ る

診断 ・検 査 ・治 療を
実施

・軽 症の 入 院診 療

を実 施 （入 院設 備

を有 する場 合）

・療 養・ 療育 が 必要

な小児 に対 する支

援

・医 療、 介護 及 び福
祉サ ービスの 調整

・慢 性疾 患 の急 変

時や 専 門医 療 を担

う地 域 の医 療 機関

と診療 情 報や 治 療

計画 を共有 するな

どし て連携

・一 般の 小 児医 療 機関 で

は対 応 が困 難 な患者 や 、

全身 管 理、 呼吸 管 理等 、

常時 監 視や 治 療の 必 要な

患者 等 に対す る入院 診 療
を実 施

・一 般の 小 児医 療 機関 で

は実 施 困難 な診 断・ 検査 ・

治療 を含む 専門 的 な入院

医療 を実施

・地 域の 小 児科 を標榜 す

る診 療 所、 病院 等 や、 より

高度 専 門的 な対 応につ い

て対応 可 能な医 療 機関 と

診療 情 報や 治 療計 画 を共

有す るなどして連 携

・先 天性 心 疾患

や小 児 悪性 腫 瘍、

腎臓 移 植、 先天

性消 化 器官 奇 形

の乳 児 期手 術 、

口唇 口 蓋形 成 手

術、 小児 脳 腫瘍

手術 等 、他 の医

療機 関 では対 応

が困 難 な小児 疾

患に対 して、 高度

な医療 施 設とス

タッフを 備え、 専

門的 な診 断・ 検
査・ 治療 を実施

小児医療（小児救急医療を含む。）の体制に求められる医療機能

○地域 に必 要な一 般 小児 医 療を 実 施

○生 活 の場 （施 設 を含 む） での療 養 ・

　療 育が 必 要な小 児 への 支 援

○３次医療圏において高度な
　専門入院医療を実施

　　

医　

療　

機　

能

（
専
門
的
）

（
総
合
的
）

地域における小児医療（小児救急医療を含む）の体制

○初期小児救急医療を実施

在宅当番医制参加診療所、

休日夜間急患センター

○入院を要する小児救急医療
　を24時間体制で実施

病院

○重篤な小児患者に対する
　救急医療を24時間体制で

　実施

病院

発症

相談支援等
○子供の急病時の対応を支援

○慢性疾患の診療や心の診療が必要な児童及び その家族に対し、地域の
　医療資源、福祉サービス等について情報を提供

○不慮の事故等に備えた心肺蘇生法等の講習を実施

薬局、 消防機関、行政機関等

初期小児救急医療

入院小児救急医療

小児救命救急医療 高度小児専門医療

病院

一般小児医療

搬送

○一般小児医療では対応
困難な患者に対する入院

医療を実施

　　

小児専門医療

病院

受診

転院時連携

紹介時・転院時連携

病院、診療所、 薬局、

訪問看護ステーション等

医療機関名は

ﾎｰﾑページ参照

搬送

受診

紹介時・転院時連携搬送

搬送

（３）小児医療（小児救急医療を含む）の医療体制に求められる医療機能

（４）小児医療（小児救急医療を含む）の医療体制図
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（５）関連図表

○指標による現状把握

※「乳幼児死亡率」及び「小児の死亡率」は厚生労働省「人口動態調査」及び総務省「人口推計」から算出

○乳児死亡率、５歳未満の死亡率及び 15歳未満の死亡率

（出典：2022 年人口動態調査（厚生労働省）、静岡県年齢別人口推計統計（静岡県））

指標 実績
出典

指標の項目 時点 静岡県 全国

一般小児医療を担う診療所数
（小児人口 10 万対）

2020 31.7 36.4
厚生労働省
「医療施設調査」

一般小児医療を担う病院数
（小児人口 10 万対）

2020 12.3 16.9
厚生労働省
「医療施設調査」

小児科標榜診療所に勤務する医師
数（小児人口 10 万対）

2020 44.0 48.7
厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤
師統計」

小児医療に係る病院勤務医師数
（小児人口 10 万対）

2020 57.9 73.8
厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤
師統計」

小児歯科を標榜する歯科診療所数
（小児人口 10 万対）

2020 211.8 292.1
厚生労働省
「医療施設調査」

乳児死亡率
（１歳未満出生千対)

2022 2.1 1.8
厚生労働省
「人口動態調査」

乳幼児死亡率※

（５歳未満人口千対）
2022 0.50 0.44

厚生労働省
「人口動態調査」
総務省
「人口推計」

小児の死亡率※

（15 歳未満人口千対）
2022 0.19 0.18

厚生労働省
「人口動態調査」
総務省
「人口推計」

２次保健

医療圏名
賀茂

熱海

伊東

駿東

田方
富士 静岡

志太

榛原
中東遠 西部 静岡県 全国

乳 児

死亡率
0.0 0.0 2.2 1.4 2.5 0.8 3.0 2.2 2.1 1.8

５歳未満の

死亡率
0.0 0.0 0.55 0.33 0.57 0.34 0.60 0.54 0.50 0.44

15 歳未満の

死亡率
0.24 0.15 0.20 0.16 0.20 0.17 0.27 0.17 0.19 0.18
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○乳児死亡率、死亡数の推移

（出典：人口動態調査（厚生労働省））

○小児医療施設数の推移

※主たる診療科目で「小児科」を標榜している施設数と単科で小児科を標榜している施設数の合計

（出典：医療施設調査（厚生労働省））

○小児科医師数の推移（静岡県）

※1 小児科のみに従事している医師数と複数の診療科に従事している場合の主として小児科に従事す

る医師数の合計

※2 小児科専門医（厚生労働省告示で定める基準を満たすものとして厚生労働大臣に届出がなされた

団体の認定する医師の専門性に関する資格名）を取得している医師数

（出典：医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省））

指標 2002 2005 2008 2011 2014 2017 2020 2021 2022

乳児死亡率 2.7 3.1 2.4 2.2 2.1 1.8 2.0 2.5 2.1

全国平均 3.0 2.8 2.6 2.3 2.1 1.9 1.8 1.7 1.8

15 歳未満死亡数 188 177 144 125 109 94 103 83 81

１歳未満 94 99 80 70 61 47 46 53 44

１-４歳 44 41 35 28 22 19 11 12 14

５-９歳 26 19 14 10 14 12 15 6 8

10-14 歳 24 18 15 17 12 16 17 12 15

指標 2002 2005 2008 2011 2014 2017 2020

静

岡

県

病院 62 61 57 58 57 57 54

診療所 605 598 531 464 491 468 441

小児科が

主たる標榜※
161 156 157 153 152 144 139

全

国

病院 3,359 3,154 2,905 2,745 2,656 2,612 2,545

診療所 25,862 25,318 22,503 19,994 20,872 19,647 18,798

小児科が

主たる標榜※
5,276 5,481 5,411 5,381 5,510 5,471 5,469

指標 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020

医師総数 6,238 6,395 6,452 6,702 6,883 6,967 7,185 7,404 7,690 7,972

小児科医※1 422 434 414 459 473 423 476 405 423 434

病院 220 228 221 268 278 247 222 289 237 254

診療所 202 206 193 191 195 176 183 187 186 180

小児 10 万人当たり

小児科医数
77.0 82.2 78.1 88.9 92.5 84.4 97.5 85.8 92.8 98.9

小児科専門医※2 － － － － 313 302 349 356 382 371
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○２次保健医療圏別の状況

（出典：2020 年 医療施設調査（厚生労働省））

○小児医療体制を担う医療機関数等

○小児救急医療体制を担う医療機関数等

※ （ ）内の数字は、翌朝まで診療している休日夜間急患センター数（内数）

２次保健
医療圏名

本県 賀茂
熱海
伊東

駿東
田方

富士 静岡
志太
榛原

中東遠 西部

一般小児医療を担う病院数 54 2 3 12 4 11 5 5 12

小児人口 10万対 12.3 42.9 40.0 15.9 8.7 14.1 8.9 8.0 11.1

一般小児医療を担う診療所数 139 2 2 22 17 32 18 14 32

小児人口 10万対 31.7 42.9 26.7 29.2 36.8 40.9 32.2 22.5 29.5

小児医療に係る病院勤務医数 254 2 4 40 16 59 23 20 90

小児人口 10万対 57.9 42.9 53.4 53.1 34.6 75.4 41.1 32.1 83.0

小児科標榜診療所勤務医数 193 1.1 2 28.8 24.3 42.8 23.8 17.7 52.5

小児人口 10万対 44.0 23.6 26.7 38.2 52.6 54.7 42.6 28.4 48.4

２次救急
医療圏名

初期小児救急医療
入院小児
救急医療

小児救命
救急医療

休日夜間
急患センター

在宅当番医
（地区数）

（高度）救命
救急センター

小児救命
救急センター

ＰＩＣＵ
病床数

賀茂 － ２ １

２

１

０

熱海 － － １

伊東 １ １ １

駿豆 ※（１）２ ３ ２

御殿場 １ － －

富士 ※（２）２ － ２

清水 － ２ ２

４ 12静岡 １ １ ５

志太榛原 ※（１）２ ４ ３

中東遠 ３ ２ ２

５ ６北遠 １ － －

西遠 ※（１）１ ５ ７

計 ※（５）14 20 26 12 18

２次保健
医療圏名

一般小児医療 小児専門医療 高度小児専門医療

賀茂

診療所、病院、訪問看
護ステーション

－

１

熱海伊東 ２

駿東田方 ３

富士 ２

静岡 ５

志太榛原 ３

中東遠 ２

西部 ７

計 24 １



- 263 -

○小児救急電話相談の実施体制等（％、回線、件）

※１ 15 歳未満の子供を持つ保護者の認知度

※２ １日当たりの相談件数

○本県の災害時小児周産期リエゾン委嘱人数

※地域別人数は災害時小児周産期リエゾンの平時の勤務先所在地に基づき集計

※小児科医の医師数には新生児医療担当科の医師数を含む

○小児の訪問診療を受けた患者数（人）

※レセプト情報・特定健診等情報データベース（ＮＤＢ）を基に厚生労働省が集計

※集計されたデータは「レセプト情報・特定健診等情報の提供に関するガイドライン」に準じて

処理されている。

○重症心身障害児(者)対応看護従事者研修、支援従事者養成研修、医療的ケア児等コーディネータ

ー養成研修の修了者数（人）

※医療的ケア児等コーディネーター養成研修は 2018 年から開催

○医療的ケアが必要な児童生徒数（人）

○小児慢性特定疾病の状況（2023 年４月１日時点）

区分 2015 2022 2023（４～12月）

認知度 28.0（58.3※１） 32.0 43.4（85.1※１）

回線数 ２～３ ２～５ ２～５

相談件数 41,003（112.3※２） 39,103（107.1※２） 41,708（151.7※２）

区 分 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年

患者数 142 266 466 577 651 646

区分 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

修了者数 101 112 112 109 118 178 162 58 144

区分 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

児童

生徒数
165 175 178 178 182 186 196 192 196 195

区 分 疾病数 患者数

小児慢性特定疾病医療費助成対象 762 2,517

地域※ 2023年度（人）
職種別内訳

産婦人科医 小児科医(※) 助産師 看護師

東 部 9 ３ ４ １ １

中 部 13 ４ ６ ２ １

西 部 11 ３ ６ １ １

計 33 10 16 ４ ３


